
男女共同参画センターの業務及び運営に関する
実態調査結果について

（後半）
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内閣府男女共同参画局

資料１



男女共同参画センターの業務及び運営に関する実態調査

概 要

【目 的】
男女共同参画センターの業務及び運営に関する実態を把握し、ガイドラインの

内容の検討にいかすことを目的として実施。
※男女共同参画センターは、地方公共団体が条例等を制定し、自治事務として設置・運営して
いる。

【調査時期】
令和５年12月22日（金）～令和６年１月31日（水）

【調査対象】
「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の

推進状況調査（令和５年度）」において、「男女共同参画・女性のための総合的な
施設」について「有」と回答した地方公共団体の男女共同参画センター
（355センター）

【回答数】
総回答数：331センター（回答率：93.2％）

２



情報収集・提供



13%

7%

24%

51%

64%

68%

75%

76%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

情報収集を行っていない

大学等の教育機関が発信する学術論文などの情報

NWEC以外の関連団体が発信する情報

新聞社、出版社などメディアが発信する情報

NWECが発信する情報

国・地方公共団体が発信する審議会の資料や広報資料などの情報

他の男女共同参画センターが発信する情報

４

収集している図書・情報（全国）
○約８割のセンターが他のセンターや国・地方公共団体が発信する情報を収集している。
○約７割のセンターが（独）国立女性教育会館（以下、「NWEC」）が発信する情報を収集している。

（44）

（23）

（81）

（170）

（212）

（225）

（247）

（252）

※()内は団体数
※複数回答可



15%

2%

50%

77%

81%

85%

88%

94%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

情報収集を行っていない

大学等の教育機関が発信する学術論文などの情報

NWEC以外の関連団体が発信する情報

新聞社、出版社などメディアが発信する情報

国・地方公共団体が発信する審議会の資料や広報資料などの情報

NWECが発信する情報

他の男女共同参画センターが発信する情報

５

収集している図書・情報（都道府県）
○約９割のセンターが他のセンターや国・地方公共団体が発信する情報、ＮＷＥＣが発信する情報を
収集している。

○半数のセンターが学術論文などの情報を収集している。

（45）

（42）

（41）

（39）

（37）

（24）

（１）

（７）
※()内は団体数
※複数回答可



31%

0%

52%

79%

79%

83%

86%

95%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

情報収集を行っていない

大学等の教育機関が発信する学術論文などの情報

NWEC以外の関連団体が発信する情報

NWECが発信する情報

新聞社、出版社などメディアが発信する情報

国・地方公共団体が発信する審議会の資料や広報資料などの情報

他の男女共同参画センターが発信する情報

６

収集している図書・情報（政令市・特別区）
○政令市・特別区においては、全てのセンターが情報収集を行っている。
○ほとんどのセンターが他のセンターが発信する情報を収集している。
○約半数のセンターが学術論文などの情報を収集している。

（40）

（36）

（35）

（33）

（22）

（33）

（13）
※()内は団体数
※複数回答可



9%

8%

15%

42%

58%

63%

70%

72%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他

情報収集を行っていない

大学等の教育機関が発信する学術論文などの情報

NWEC以外の関連団体が発信する情報

新聞社、出版社などメディアが発信する情報

NWECが発信する情報

他の男女共同参画センターが発信する情報

国・地方公共団体が発信する審議会の資料や広報資料などの情報

７

収集している図書・情報（市）
○約７割のセンターが国・地方公共団体が発信する審議会の資料や広報資料などの情報、他のセンターが
発信する情報を収集している。

○約６割のセンターがNWECが発信する情報を収集している。
○約２割のセンターが学術論文などの情報を収集している。

（168）

（163）

（146）

（135）

（99）

（34）

（19）

（22）
※()内は団体数
※複数回答可



13%

0%

0%

13%

25%

38%

38%

50%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

大学等の教育機関が発信する学術論文などの情報

NWEC以外の関連団体が発信する情報

国・地方公共団体が発信する審議会の資料や広報資料などの情報

新聞社、出版社などメディアが発信する情報

NWECが発信する情報

他の男女共同参画センターが発信する情報

情報収集を行っていない

８

収集している図書・情報（町村）
○町村においては、８センターのうち４センターが情報収集を行っている。

（４）

（３）

（３）

（２）

（１）

（１）
※()内は団体数
※複数回答可



12%

49%

62%

63%

66%

66%

67%

69%

69%

72%

73%

73%

74%

75%

78%

79%

80%

80%

86%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

退職後の人生設計

介護

健康

子どもへの虐待・暴力

災害・防災

性教育

職場のハラスメント防止

女性の政治参画

男女共同参画に関する法令や制度

結婚・家族関係

キャリア形成支援

女性のエンパワーメント

育児・子育て

LGBTQ

地域の男女共同参画・女性活躍

ワークライフバランス、働き方改革

男女間暴力

ジェンダー

※()内は団体数
※複数回答可

９

収集している図書・情報の内容（全国）
○８割以上のセンターがジェンダー、男女間暴力、ワークライフバランス、働き方改革に関する図書・情報を
収集している。

（285）

（266）

（264）

（263）

（258）

（248）

（245）

（243）

（241）

（237）

（228）

（228）

（221）

（217）

（217）

（209）

（205）

（163）

（40）



21%

69%

79%

81%

83%

88%

90%

94%

94%

94%

94%

94%

96%

96%

96%

96%

98%

98%

98%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

退職後の人生設計

健康

災害・防災

介護

性教育

男女共同参画に関する法令や制度

子どもへの虐待・暴力

女性の政治参画

結婚・家族関係

LGBTQ

地域の男女共同参画・女性活躍

職場のハラスメント防止

育児・子育て

ワークライフバランス、働き方改革

男女間暴力

キャリア形成支援

女性のエンパワーメント

ジェンダー

※()内は団体数
※複数回答可

10

収集している図書・情報の内容（都道府県）
○都道府県においては、ほとんどのセンターが幅広い分野の図書・情報を収集している。

（47）

（47）

（47）

（46）

（46）

（46）

（46）

（45）

（45）

（45）

（45）

（45）

（43）

（42）

（40）

（39）

（38）

（33）

（10）



31%

74%

83%

86%

86%

86%

86%

86%

88%

90%

90%

90%

90%

93%

93%

95%

95%

98%

98%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

退職後の人生設計

子どもへの虐待・暴力

介護

性教育

男女共同参画に関する法令や制度

健康

災害・防災

女性の政治参画

結婚・家族関係

キャリア形成支援

女性のエンパワーメント

ワークライフバランス、働き方改革

職場のハラスメント防止

地域の男女共同参画・女性活躍

育児・子育て

LGBTQ

男女間暴力

ジェンダー

※()内は団体数
※複数回答可

11

収集している図書・情報の内容（政令市・特別区）
○政令市・特別区においても、ほとんどのセンターが幅広い分野の図書・情報を収集している。

（41）

（41）

（40）

（40）

（39）

（39）

（38）

（38）

（38）

（38）

（37）

（36）

（36）

（36）

（36）

（36）

（35）

（31）

（13）



12

収集している図書・情報の内容（市）
○市においては、多くのセンターが幅広い分野の図書・情報を収集しているが、都道府県や政令市・特別区と
比べれば、分野によってその割合に一定の差がみられる。

7%

42%

55%

58%

58%

60%

60%

61%

61%

67%

67%

67%

68%

69%

74%

76%

76%

76%

83%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

その他

退職後の人生設計

介護

健康

子どもへの虐待・暴力

災害・防災

職場のハラスメント防止

性教育

女性の政治参画

男女共同参画に関する法令や制度

結婚・家族関係

キャリア形成支援

女性のエンパワーメント

育児・子育て

LGBTQ

地域の男女共同参画・女性活躍に関すること

男女間暴力

ワークライフバランス、働き方改革

ジェンダー

※()内は団体数
※複数回答可

（194）

（177）

（176）

（176）

（172）

（160）

（158）

（157）

（156）

（155）

（143）

（142）

（140）

（139）

（135）

（134）

（128）

（97）

（17）



13%

13%

13%

13%

13%

25%

25%

25%

25%

25%

38%

38%

38%

38%

38%

38%

38%

38%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

介護

健康

性教育

キャリア形成支援

LGBTQ

退職後の人生設計

子どもへの虐待・暴力

結婚・家族関係

女性のエンパワーメント

育児・子育て

災害・防災

職場のハラスメント防止

女性の政治参画

男女共同参画に関する法令や制度

地域の男女共同参画・女性活躍

ワークライフバランス、働き方改革

男女間暴力

ジェンダー

13

収集している図書・情報の内容（町村）
○町村においては、情報収集を行っている４センターのうち３センターがジェンダーや男女間暴力等に関する
情報を収集している。

（３）

（３）

（３）

（３）

（３）

（３）

（３）

（３）

（2）

（2）

（2）

（2）

（2）

（１）

（１）

（１）

（１）

（１）

※()内は団体数
※複数回答可



18%

26%

29%

55%

0% 20% 40% 60% 80%

その他の条件

男女共同参画センターが所在する

自治体に通勤する者

男女共同参画センターが所在する

自治体の居住者

条件はなく、誰でも利用できる

14

図書・資料の提供の場（全国）
○約９割のセンターが図書室、図書コーナーなどの図書・資料を提供する場を設けている。
○図書・資料の利用については、対象者に制限を設けているセンターが一定数ある。

図書・資料提供の場を設置

87%

いずれも設置していない

10%

無回答

3%

※図書室、図書コーナー、情報コーナー、視聴覚コーナーなど

※()内は団体数
※複数回答可

（287）

（35） （９）

（182）

（96）

（87）

（60）

図書・資料提供の場※の設置有無 図書・資料を利用することができる対象者



13%

25%

31%

65%

0% 20% 40% 60% 80%

その他の条件

男女共同参画センターが所在する

自治体に通勤する者

男女共同参画センターが所在する

自治体の居住者

条件はなく、誰でも利用できる

15

図書・資料の提供の場（都道府県）

○都道府県においては、ほとんどのセンターが図書・資料の提供の場を設けている。
○図書・資料を誰でも利用することができるセンターは約７割。

図書・資料提供の場を設置

98%

無回答

2%（３）

図書・資料提供の場※の設置有無

※図書室、図書コーナー、情報コーナー、視聴覚コーナーなど

（31）

（15）

（12）

（６）

（45）

※()内は団体数
※複数回答可

図書・資料を利用することができる対象者



43%

46%

49%

49%

10% 30% 50% 70%

その他の条件

男女共同参画センターが所在する

自治体に通勤する者

男女共同参画センターが所在する

自治体の居住者

条件はなく、誰でも利用できる

16

図書・資料の提供の場（政令市・特別区）
○政令市・特別区においては、約９割のセンターが図書・資料の提供の場を設けている。
○図書・資料を誰でも利用することができるセンターは半数以下。

図書・資料提供の場を設置

91%

いずれも設置していない

7%
無回答

2%

（38）

（３）
（１）

※図書室、図書コーナー、情報コーナー、視聴覚コーナーなど

（18）

（17）

（16）

（18）

※()内は団体数
※複数回答可

図書・資料提供の場※の設置有無 図書・資料を利用することができる対象者



16%

24%

26%

55%

0% 20% 40% 60% 80%

その他の条件

男女共同参画センターが所在する

自治体に通勤する者

男女共同参画センターが所在する

自治体の居住者

条件はなく、誰でも利用できる

17

図書・資料の提供の場（市）
○市においては、約９割のセンターが図書・資料の提供の場を設けている。
○図書・資料を誰でも利用することができるセンターは半数以上。

図書・資料提供の場を設置

85%

いずれも設置していない

13%

無回答

2%
（30） 

※図書室、図書コーナー、情報コーナー、視聴覚コーナーなど

（199） 

（４） 

（130） 

（61） 

（57） 

（38） 

※()内は団体数
※複数回答可

図書・資料提供の場※の設置有無 図書・資料を利用することができる対象者



0%

13%

25%

38%

0% 20% 40% 60% 80%

その他の条件

男女共同参画センターが所在する

自治体に通勤する者

男女共同参画センターが所在する

自治体の居住者

条件はなく、誰でも利用できる

18

図書・資料の提供の場（町村）

○町村においては、５センターが図書・資料の提供の場を設けている。
○３センターは誰でも利用することができる。

図書・資料提供の場を設置

62%

いずれも設置していない

25%

無回答

13%

※図書室、図書コーナー、情報コーナー、視聴覚コーナーなど

（５） 

（２） 

（１） 

（３） 

（２） 

（１） 

※()内は団体数
※複数回答可

図書・資料提供の場※の設置有無 図書・資料を利用することができる対象者



蔵書数 センター数 割合

100冊未満 30 11%

100～250冊未満 25 9%

250～500冊未満 23 8%

500～750冊未満 19 7%

750～1000冊未満 18 6%

1000～2000冊未満 44 16%

2000～3000冊未満 30 11%

3000～4000冊未満 15 5%

4000～5000冊未満 12 4%

5000～6000冊未満 5 2%

6000～7000冊未満 2 1%

7000～8000冊未満 9 3%

8000～9000冊未満 4 1%

9000～1万冊未満 2 1%

1万～2万冊未満 15 5%

2万～3万冊未満 7 3%

3万～4万冊未満 9 3%

4万～5万冊未満 4 1%

5万冊以上 7 3%
19

図書の貸出サービスと蔵書数（全国）
○約９割のセンターが図書の貸出サービスを行っている。
○約７割のセンターが3000冊未満の図書を蔵書している。
○約２割のセンターが１万冊以上の図書を蔵書しており、蔵書スペースの確保が課題となっている。

ある

91%

ない

9%

図書貸出サービスの有無

（257）

（26）



20

図書の貸出サービスと蔵書数（都道府県）
○都道府県において、約８割のセンターが図書の貸出サービスを行っている。
○蔵書数については、1000冊以上3000冊未満のセンターが多く、１万冊以上２万冊未満、
３万冊以上４万冊未満のセンターも１割ずつ存在。５万冊以上所蔵しているセンターもある。

ある

84%

ない

16%

（41） 

（８） 

図書貸出サービスの有無

蔵書数 センター数 割合

100冊未満 1 2%

100～250冊未満 0 0%

250～500冊未満 0 0%

500～750冊未満 1 2%

750～1000冊未満 2 4%

1000～2000冊未満 7 16%

2000～3000冊未満 7 16%

3000～4000冊未満 2 4%

4000～5000冊未満 2 4%

5000～6000冊未満 2 4%

6000～7000冊未満 0 0%

7000～8000冊未満 2 4%

8000～9000冊未満 2 4%

9000～1万冊未満 0 0%

1万～2万冊未満 5 11%

2万～3万冊未満 2 4%

3万～4万冊未満 5 11%

4万～5万冊未満 1 2%

5万冊以上 4 9%



21

図書の貸出サービスと蔵書数（政令市・特別区）

○政令市・特別区において、ほとんどのセンターが図書の貸出サービスを行っている。
○１万冊以上２万冊未満の図書を蔵書しているセンターも多い。

ある

97%

ない

3%

（36） 

（1） 

図書貸出サービスの有無

蔵書数 センター数 割合

100冊未満 0 0%

100～250冊未満 0 0%

250～500冊未満 0 0%

500～750冊未満 0 0%

750～1000冊未満 1 3%

1000～2000冊未満 3 8%

2000～3000冊未満 4 11%

3000～4000冊未満 6 16%

4000～5000冊未満 3 8%

5000～6000冊未満 0 0%

6000～7000冊未満 1 3%

7000～8000冊未満 2 5%

8000～9000冊未満 1 3%

9000～1万冊未満 0 0%

1万～2万冊未満 6 16%

2万～3万冊未満 2 5%

3万～4万冊未満 3 8%

4万～5万冊未満 3 8%

5万冊以上 2 5%
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図書の貸出サービスと蔵書数（市）
○市においては、９割のセンターが図書の貸出サービスを行っている。
○3000冊未満を蔵書しているセンターが約8割。

ある

90%

ない

10%

（176） 

（20） 

図書貸出サービスの有無

蔵書数 センター数 割合

100冊未満 27 14%

100～250冊未満 25 13%

250～500冊未満 22 11%

500～750冊未満 16 8%

750～1000冊未満 15 8%

1000～2000冊未満 34 18%

2000～3000冊未満 19 10%

3000～4000冊未満 7 4%

4000～5000冊未満 7 4%

5000～6000冊未満 3 2%

6000～7000冊未満 1 1%

7000～8000冊未満 5 3%

8000～9000冊未満 1 1%

9000～1万冊未満 2 1%

1万～2万冊未満 4 2%

2万～3万冊未満 3 2%

3万～4万冊未満 1 1%

4万～5万冊未満 0 0%

5万冊以上 1 1%
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図書の貸出サービスと蔵書数（町村）
○町村において、本設問に回答した６センターのうち４センターにおいて図書の貸出サービスを行っている。
○２センターが100冊未満、１センターが250冊以上500冊未満、２センターが500冊以上750冊未満の図書を
蔵書している。

ある

67%

ない

33%

（４） 

（２） 

図書貸出サービスの有無

蔵書数 センター数 割合

100冊未満 2 40%

100～250冊未満 0 0%

250～500冊未満 1 20%

500～750冊未満 2 40%

750～1000冊未満 0 0%

1000～2000冊未満 0 0%

2000～3000冊未満 0 0%

3000～4000冊未満 0 0%

4000～5000冊未満 0 0%

5000～6000冊未満 0 0%

6000～7000冊未満 0 0%

7000～8000冊未満 0 0%

8000～9000冊未満 0 0%

9000～1万冊未満 0 0%

1万～2万冊未満 0 0%

2万～3万冊未満 0 0%

3万～4万冊未満 0 0%

4万～5万冊未満 0 0%

5万冊以上 0 0%
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図書・情報収集、提供に関する課題（自由記述より）

【図書・資料・情報の収集、提供に関する業務運営上の課題】

⚫ 新規の利用者が増えない（都道府県、市）

⚫ 新聞閲覧のみの利用者が多い（市）

⚫ 資料の収集スペースが限られている（都道府県、

特別区、市）

⚫ 図書購入の予算がない（都道府県、特別区、市）

⚫ デジタル化が進まない（都道府県、特別区、市）



電子書籍を提供していない

96%

無回答

3.6%

電子書籍を提供している

0.3%

25

デジタル化した資料・電子書籍の提供（全国）
○約９割のセンターにおいて図書や資料のデジタル化が進んでいないが、一部のセンターではデジタル化した
資料や電子書籍の提供が行われている。

資料をデジタル化しておらず、

検討もしていない

89%

無回答

4%

資料をデジタル化していないが、

今後検討することとしている

4%

資料をデジタル化し、提供している

2%

資料をデジタル化しているが、

センターの利用者への提供は

行っていない

1%

（295）

（4）

（8）

（12）

（12）

（318）

（1）

（12）

デジタル化した資料（電子書籍を除く）の提供 電子書籍の提供



電子書籍を提供していない

96%

無回答

4%

資料をデジタル化しておらず、

検討もしていない

86%

無回答

6%

資料をデジタル化していないが、

今後検討することとしている

4%

資料をデジタル化し、提供している

2%
資料をデジタル化しているが、

センターの利用者への提供は行っていない

2%

26

デジタル化した資料・電子書籍の提供（都道府県）
○都道府県においては、約９割のセンターで資料のデジタル化や検討は行われていないが、１センターが
デジタル化した資料を提供しており、また、 ２センターはデジタル化を検討している。

○電子書籍については、本設問に回答した全てのセンターが提供していない。

（１） 

（１） 

（２） 

（41） 

（３） 

（46） 

デジタル化した資料（電子書籍を除く）の提供 電子書籍の提供

（２） 



電子書籍を提供していない

97%

無回答

3%

27

デジタル化した資料・電子書籍の提供（政令市・特別区）

○政令市・特別区においては、約８割のセンターで資料のデジタル化や検討は行われていないが、
４センターが今後デジタル化を検討すると回答している。

○電子書籍については、本設問に回答した全てのセンターが提供していない。

資料をデジタル化しておらず、

検討もしていない

83%

資料をデジタル化していないが、

今後検討することとしている

10%

資料をデジタル化しているが、

センターの利用者への提供は行っていない

5%

無回答

2%

（4） 

（35） 

（2） 

（１） 

（40） 

（１） 

電子書籍の提供デジタル化した資料（電子書籍を除く）の提供



電子書籍を提供していない

97%

無回答

3%

28

デジタル化した資料・電子書籍の提供（市）
○市においては、約９割のセンターで資料のデジタル化やその検討は行われていないが、６センターは今後デ
ジタル化を検討すると回答している。

○電子書籍については、本設問に回答した全てのセンターが提供していない。

資料をデジタル化しておらず、

検討もしていない

91%

資料をデジタル化していないが、

今後検討することとしている

3%

資料をデジタル化し、

提供している

3%

無回答

3% 資料をデジタル化しているが、

センターの利用者への提供は行っていない

0.4%

（213） 

（6） 

（２） 

（６） （７） 

（229） 

（７） 

デジタル化した資料（電子書籍を除く）の提供 電子書籍の提供



電子書籍を提供していない

75%

無回答

25%

29

デジタル化した資料・電子書籍の提供（町村）
○町村においては、本設問に回答した全てのセンターが、資料のデジタル化やその検討は行っておらず、電子
書籍の提供も行っていない。

資料をデジタル化しておらず、

検討もしていない

75%

無回答

25%

（２） 

（６） 

（６） 

（２） 

電子書籍の提供デジタル化した資料（電子書籍を除く）の提供



関係機関との連携
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センター外の関係機関・団体との連携（全国）

○約８割のセンターが外部の関係機関・団体と連携して活動している。

連携している

270

82%

連携していない

54

16%

無回答

7

2%

Q：センター外の機関・団体等と事業を共同して
実施するなどの連携を行っていますか。
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センター外の関係機関・団体との連携（都道府県）

○都道府県においては、約９割のセンターが外部の関係機関・団体と連携して活動している。

連携している

42

88%

連携していない

5

10%

無回答

1

2%

Q：センター外の機関・団体等と事業を共同して
実施するなどの連携を行っていますか。



連携している

38

90%

連携していない

4

10%

33

センター外の関係機関・団体との連携（政令市・特別区）

○政令市・特別区においては、９割のセンターが外部の関係機関・団体と連携して活動している。

Q：センター外の機関・団体等と事業を共同して
実施するなどの連携を行っていますか。



連携している

186

80%

連携していない

42

18%

無回答

5

2%

34

センター外の関係機関・団体との連携（市）

○市においては、８割のセンターが外部の関係機関・団体と連携して活動している。

Q：センター外の機関・団体等と事業を共同して
実施するなどの連携を行っていますか。



連携している

4

50%

連携していない

3

37%

無回答

1

13%

35

センター外の関係機関・団体との連携（町村）

○町村においては、４センターが外部の関係機関・団体と連携して活動している。

Q：センター外の機関・団体等と事業を共同して
実施するなどの連携を行っていますか。
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連携している外部の関係機関・団体（全国）

○７割のセンターが「市民団体、NPO」と連携している。
○「営利企業」、「業界団体」、「町内会、自治会等」との連携は２割以下にとどまる。

70%

55%

40%

37%

30%

30%

29%

26%

23%

18%

16%

14%

12%

11%

10%

7%

5%

24%

市民団体、NPO

首長部局

国の行政機関

小学校、中学校、高校、大学等

教育委員会

配偶者暴力相談支援センター

図書館

女性相談支援センター（旧婦人相談所）

社労士、税理士、法律事務所

営利企業

業界団体

町内会、自治会等

公民館

メディア

母子家庭等就業・自立支援センター

保育所、認定こども園、幼稚園

病院

その他

(189)

(148)

(109)

(43)

(61)

(80)

(78)

(71)

(64)

(49)

(82)

(37)

(30)

(28)

(20)

(13)

(33)

※（）内は団体数
※複数回答可

(100)

※外部の関係機関・団体と連携していると回答した２７０センターにおける割合。



36%

36%

34%

24%

22%

21%

20%

19%

19%

18%

16%

15%

13%

13%

10%

8%

6%

8%

市民団体、NPO

小学校、中学校、高校、大学等

教育委員会

首長部局

配偶者暴力相談支援センター

町内会、自治会等

女性相談支援センター（旧婦人相談所）

営利企業

国の行政機関

業界団体

保育所、認定こども園、幼稚園

メディア

母子家庭等就業・自立支援センター

図書館

社労士、税理士、法律事務所

公民館

病院

その他 (28)

センターが今後連携・連携強化が必要と考えている外部の関係機関・団体（全国）

○今後の連携や連携強化したい関係機関については、「市民団体、NPO」のほか、「小学校、中学校、高校、大学等」も最多。
○現に連携しているセンターが少ない「営利企業」「業界団体」について、今後の連携や連携強化を必要と考えている割合も2割
程度。

37

(119)

(119)

(112)

(67)

(63)

(71)

(80)

(74)

(62)

(54)

(44)

(34)

(27)

※本調査に回答した全３３１センターにおける割合。

(62)

(51)

(42)

(20)

※()内はセンター数
※複数回答可



71%

50%

48%

45%

40%

38%

36%

36%

29%

19%

17%

12%

7%

5%

5%

5%

0%

38%

市民団体、NPO

首長部局

小学校、中学校、高校、大学等

国の行政機関

女性相談支援センター（旧婦人相談所）

社労士、税理士、法律事務所

教育委員会

配偶者暴力相談支援センター

図書館

営利企業

業界団体

母子家庭等就業・自立支援センター

メディア

町内会、自治会等

公民館

病院

保育所、認定こども園、幼稚園

その他 38

連携している外部の関係機関・団体（都道府県）

○都道府県においては、約７割のセンターが「市民団体、NPO」と連携している。
○「営利企業」「業界団体」等は２割以下。

(30)

(21)

(20)

(19)

(17)

(16)

(15)

(15)

(12)

(8)

(7)

(5)

(3)

(2)

(2)

(2)

(0)

(16)

※外部の関係機関・団体と連携していると回答した都道府県の４２センターにおける割合。

※()内はセンター数
※複数回答可



54%

50%

46%

42%

40%

31%

29%

29%

29%

25%

25%

21%

17%

17%

15%

10%

8%

13%

教育委員会

市民団体、NPO

小学校、中学校、高校、大学等

業界団体

メディア

首長部局

国の行政機関

営利企業

町内会、自治会等

配偶者暴力相談支援センター

女性相談支援センター（旧婦人相談所）

保育所、認定こども園、幼稚園

図書館

社労士、税理士、法律事務所

母子家庭等就業・自立支援センター

病院

公民館

その他

※本調査に回答した都道府県の全４８センターにおける割合。

(6)

センターが今後連携・連携強化が必要と考えている外部の関係機関・団体（都道府県）

○５割以上のセンターが「教育委員会」との連携強化を必要と考えている。
○政令市・特別区、市、町村と比較すると、都道府県のセンターでは「業界団体」「メディア」との連携強化
が必要と考えるセンターが多い。

39

(26)

(24)

(22)

(20)

(19)

(15)

(14)

(14)

(14)

(12)

(12)

(10)

(8)

(8)

(7)

(5)

(4)

※()内はセンター数
※複数回答可



82%

61%

61%

55%

45%

39%

37%

34%

32%

32%

29%

26%

24%

18%

11%

11%

5%

29%

市民団体、NPO

首長部局

国の行政機関

小学校、中学校、高校、大学等

配偶者暴力相談支援センター

社労士、税理士、法律事務所

営利企業

教育委員会

図書館

女性相談支援センター（旧婦人相談所）

町内会、自治会等

業界団体

メディア

母子家庭等就業・自立支援センター

保育所、認定こども園、幼稚園

公民館

病院

その他 40

連携先している外部の関係機関・団体（政令市・特別区）

○政令市・特別区においては、約８割のセンターが「市民団体、NPO」と連携している。
○都道府県、市、町村と比較すると、「営利企業」と連携しているセンターが多い。

(17)

(23)

(23)

(15)

(21)

(31)

(11)

(13)

(12)

(12)

(10)

(9)

(7)

(4)

(4)

(2)

(11)

(14)

※外部の関係機関・団体と連携していると回答した政令市・特別区の３８センターにおける割合。

※()内はセンター数
※複数回答可



55%

43%

36%

36%

29%

24%

21%

21%

19%

19%

19%

17%

17%

14%

14%

7%

7%

5%

小学校、中学校、高校、大学等

市民団体、NPO

教育委員会

営利企業

保育所、認定こども園、幼稚園

業界団体

町内会、自治会等

図書館

配偶者暴力相談支援センター

国の行政機関

社労士、税理士、法律事務所

母子家庭等就業・自立支援センター

メディア

首長部局

女性相談支援センター（旧婦人相談所）

公民館

病院

その他 (2)

※本調査に回答した政令市・特別区の全４２センターにおける割合。

センターが今後連携・連携強化が必要と考えている外部の関係機関・団体（政令市・特別区）

○「小学校、中学校、高校、大学等」、「教育委員会」「市民団体、NPO」との連携強化を必要と考えているセンターが多い。
○都道府県や市、町村と比較すると、「営利企業」との連携強化を必要と考えているセンターは約４割と多くなる。

41

(23)

(18)

(15)

(8)

(12)

(10)

(8)

(9)

(3)

(8)

(7)

(6)

(7)

(6)

(3)

(9)

(15)

※()内はセンター数
※複数回答可



(36)

67%

56%

35%

32%

29%

29%

26%

23%

16%

15%

15%

14%

13%

10%

9%

8%

5%

19%

市民団体、NPO

首長部局

国の行政機関

小学校、中学校、高校、大学等

教育委員会

図書館

配偶者暴力相談支援センター

女性相談支援センター（旧婦人相談所）

社労士、税理士、法律事務所

営利企業

公民館

業界団体

町内会、自治会等

メディア

母子家庭等就業・自立支援センター

保育所、認定こども園、幼稚園

病院

その他 42

連携している外部の関係機関・団体（市）

○市においては、「市民団体、NPO」「首長部局」と連携しているセンターが多い。
○「営利企業」「業界団体」「町内会、自治会等」と連携しているセンターは２割以下。

(125)

(104)

(66)

(59)

(54)

(54)

(48)

(42)

(29)

(27)

(27)

(26)

(24)

(18)

(16)

(15)

(9)

※外部の関係機関・団体と連携していると回答した市の１８６センターにおける割合。

※()内はセンター数
※複数回答可



32%

31%

30%

24%

23%

21%

21%

17%

15%

14%

13%

13%

11%

11%

9%

8%

5%

9%

市民団体、NPO

小学校、中学校、高校、大学等

教育委員会

首長部局

配偶者暴力相談支援センター

女性相談支援センター（旧婦人相談所）

町内会、自治会等

国の行政機関

営利企業

業界団体

母子家庭等就業・自立支援センター

保育所、認定こども園、幼稚園

図書館

メディア

公民館

社労士、税理士、法律事務所

病院

その他 (20)

センターが今後連携・連携強化が必要と考えている外部の関係機関・団体（市）

○約３割のセンターが「市民団体、NPO」、「小学校、中学校、高校、大学等」や「教育委員会」との連携強化を必要と考えて
いる。

○「町内会、自治会等」と連携強化が必要と考えるセンター数は、現に連携しているセンター数の２倍になる。
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(75)

(72)

(71)

(57)

(53)

(48)

(48)

(39)

(34)

(32)

(30)

(30)

(25)

(25)

(20)

(18)

(12)

※本調査に回答した市の全２３３センターにおける割合。

※()内はセンター数
※複数回答可



75%

25%

25%

25%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

25%

市民団体、NPO

保育所、認定こども園、幼稚園

国の行政機関

社労士、税理士、法律事務所

首長部局

教育委員会

配偶者暴力相談支援センター

女性相談支援センター（旧婦人相談所）

図書館

公民館

母子家庭等就業・自立支援センター

小学校、中学校、高校、大学等

営利企業

業界団体

病院

町内会、自治会等

メディア

その他 (1)
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連携している外部の関係機関・団体（町村）

○外部の関係機関・団体と連携していると回答した４センターのうち３センターが、「市民団体、NPO」と
連携している。

(3)

(1)

(1)

(1)

(0)

(0)

(0)

(0)

(0)

(0)

(0)

(0)

(0)

(0)

(0)

(0)

(0)

※外部の関係機関・団体と連携していると回答した町村の４センターにおける割合。

※()内はセンター数
※複数回答可



25%

25%

25%

25%

25%

13%

13%

13%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

市民団体、NPO

小学校、中学校、高校、大学等

保育所、認定こども園、幼稚園

首長部局

国の行政機関

配偶者暴力相談支援センター

女性相談支援センター（旧婦人相談所）

町内会、自治会等

社労士、税理士、法律事務所

教育委員会

図書館

公民館

母子家庭等就業・自立支援センター

営利企業

業界団体

病院

メディア

その他 (0)

センターが今後連携・連携強化が必要と考えている外部の関係機関・団体（町村）

○現に連携しているセンターはなかったものの、「小学校、中学校、高校、大学等」、「保育所、認定こども
園、幼稚園」、「首長部局」「国の行政機関」等との今後の連携を必要と考えているセンターがある。
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(2)

(2)

(2)

(2)

(2)

(1)

(1)

(1)

(0)

(0)

(0)

(0)

(0)

(0)

(0)

(0)

(0)

※本調査に回答した町村の全８センターにおける割合。

※()内はセンター数
※複数回答可
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センター外の関係機関・団体との連携における課題（自由記述より）

【企業等との連携】
⚫ 連携することに賛同し、手を挙げてくれる企業及び団体があるかどうか。

⚫ イクボスセミナーへの民間企業参加率が低い。

⚫ 女性活躍推進や男女共同参画推進の必要性の共有が希薄であり、企業や団体等に積極的にアプローチ

する必要がある。

⚫ 事業所に浸透させるため講演会のチラシを送付するが、参加できる事業所はいつも同じである。

⚫ 経済団体や企業との連携がほとんど無い状態のため、関係づくりが必要。

【福祉、教育部門との連携】
⚫ 困難女性支援法施行を踏まえ、市町村福祉担当部局や福祉関係団体との連携による対応が必要となる。

⚫ 教育機関に関し、センターと関わりのある教員という「点」でのつながりにとどまっているため、

異動等があるとつながりがなくなってしまう。例えばゼミや学科、学校というようにもう少し「面」

    に広げたい。出前授業などを通し、学校現場とジェンダーの接点を増やしたい。

⚫ 学校側が忙しく、授業内に進出するのが難しい。

⚫ デートＤＶ防止や性教育について講師謝礼などで教育委員会にも協力してほしい。

【相談対応における連携】
⚫ 常駐する相談員がいないため、連携していると相談日以外にDVの相談を受けた際にスムーズな案内が

できる。

⚫ 相談者の主訴を捉えて適切な機関へ繋ぐこと。



センター主催の会議はなく
他機関主催の会議に参加

128
41%

センター主催の会議はなく
他機関主催の会議にも

参加していない
105
34%

センター主催の会議を
定期的に開催

58
19%

センター主催の会議を
不定期に開催

19
6%
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関係機関との連携会議（全国）
○約４割のセンターが他機関主催の連携会議に参加している。
○約３割のセンターがセンター主催の連携会議を定期又は不定期に開催している。

Q：男女共同参画センターにおいて、地域の関係機関との連携会議を主催していますか。

※グラフ中の割合は無回答を除いて算出。



センター主催の会議はなく

他機関主催の会議に参加

20

44%
センター主催の会議を

定期的に開催

14

31%

センター主催の会議はなく
他機関主催の会議にも

参加していない
8

18%

センター主催の会議を
不定期に開催

3
7%

48

関係機関との連携会議（都道府県）

○都道府県においては、４割以上のセンターが他機関主催の連携会議に参加している。
○約４割のセンターがセンター主催の連携会議を定期又は不定期に開催している。

※グラフ中の割合は無回答を除いて算出。

Q：男女共同参画センターにおいて、地域の関係機関との連携会議を主催していますか。



センター主催の会議はなく
他機関主催の会議に参加

20
49%

センター主催の会議を

定期的に開催
11

27%

センター主催の会議はなく
他機関主催の会議にも

参加していない
6

14%

センター主催の会議を
不定期に開催

4
10%

49

関係機関との連携会議（政令市・特別区）

○政令市・特別区においては、約半数のセンターが他機関主催の連携会議に参加している。
○約４割のセンターがセンター主催の連携会議を定期又は不定期に開催している。

※グラフ中の割合は無回答を除いて算出。

Q：男女共同参画センターにおいて、地域の関係機関との連携会議を主催していますか。



センター主催の会議はなく

他機関主催の会議にも

参加していない

87

40%

センター主催の会議はなく

他機関主催の会議に参加

86

39%

センター主催の会議を

定期的に開催

33

15%

センター主催の会議を

不定期に開催

12

6%

50

関係機関との連携会議（市）
○市においては、約４割のセンターが他機関主催の連携会議に参加している。
○約２割のセンターがセンター主催の連携会議を定期又は不定期に開催している。

※グラフ中の割合は無回答を除いて算出。

Q：男女共同参画センターにおいて、地域の関係機関との連携会議を主催していますか。
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関係機関との連携会議（町村）
○町村においては、２センターが他機関主催の連携会議に参加している。

※グラフ中の割合は無回答を除いて算出。

センター主催の会議はなく

他機関主催の会議にも

参加していない

4

67%

センター主催の会議はなく

他機関主催の会議に参加

2

33%

Q：男女共同参画センターにおいて、地域の関係機関との連携会議を主催していますか。



別途行っている対応はない

173

85%

センターの内規に沿って

対応している

16

8%

会議において個人情報の取扱いの

取り決めを行っている

14

7%
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関係機関との連携会議における個人情報の取扱い（全国）
○約２割のセンターが関係機関との連携会議における個人情報の取扱いについて、個人情報保護法に上乗せし
て、会議内の取り決めやセンターの内規に基づき対応している。

※グラフ中の割合は無回答を除いて算出。

Q：関係機関との連携会議における個人情報の取扱いについて、
 個人情報保護法に上乗せして別途行っている対応はありますか。



53

関係機関との連携会議における個人情報の取扱い（都道府県）
○都道府県においては、約１割のセンターが関係機関との連携会議における個人情報の取扱いについて、個人
情報保護法に上乗せして、センターの内規に基づき対応している。

※グラフ中の割合は無回答を除いて算出。

別途行っている対応はない

32

91%

男女共同参画センターの

個人情報の取扱いに関する

内規に沿って対応している

3

9%

Q：関係機関との連携のための会議における個人情報の取扱いについて、
 個人情報保護法に上乗せして別途行っている対応はありますか。



別途行っている対応はない

26

72%

男女共同参画センターの

個人情報の取扱いに関する

内規に沿って対応している

6

17%

会議において

個人情報の取扱いについて

取り決めを行っている

4

11%
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関係機関との連携会議における個人情報の取扱い（政令市・特別区）
○政令市・特別区においては、約３割のセンターは、関係機関との連携のための会議における個人情報の取扱
いについて、個人情報保護法に上乗せして、会議内の取り決めやセンターの内規に基づき対応している。

※グラフ中の割合は無回答を除いて算出。

Q：関係機関との連携のための会議における個人情報の取扱いについて、
 個人情報保護法に上乗せして別途行っている対応はありますか。



別途行っている対応はない

113

87%

会議において

個人情報の取扱いについて

取り決めを行っている

10

8%

男女共同参画センターの

個人情報の取扱いに関する

内規に沿って対応している

7

5%

55

関係機関との連携会議における個人情報の取扱い（市）
○市においては、約１割のセンターが関係機関との連携会議における個人情報の取扱いについて、個人情報保
護法に上乗せして、会議内の取り決めやセンターの内規に基づき対応している。

※グラフ中の割合は無回答を除いて算出。

Q：関係機関との連携のための会議における個人情報の取扱いについて、
 個人情報保護法に上乗せして別途行っている対応はありますか。



別途行っている対応はない

2

100%

56

関係機関との連携会議における個人情報の取扱い（町村）
○町村においては、２センターが個人情報保護法に基づく対応に上乗せして別途行っている対応はないとして
いる。

※グラフ中の割合は無回答を除いて算出。

Q：関係機関との連携のための会議における個人情報の取扱いについて、
 個人情報保護法に上乗せして別途行っている対応はありますか。
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関係機関との連携における個人情報の取扱い（自由記述より）

⚫ 関係機関との連携のための会議では、児童虐待防止法、児童福祉法に

基づき個人情報を取り扱っている。

⚫ DV被害者支援ネットワークの連絡会議の要領の中で守秘義務を定めて

いる。



58

登録している団体の属性（全国）

○センターの登録団体の属性としては女性団体が最多で、約８割を占める。
○「その他」の具体的な属性については、町内会、自治会、職能団体等との回答があった。
○地方公共団体の区分を問わず、同様の傾向であった。

Q：登録している団体の属性について、多いものを２つまで選んで御回答ください。

76%

22%

14%

1%

0%

22%

女性団体（非営利）

福祉団体（非営利）

人権団体（非営利）

営利企業

学生団体（大学のゼミ・サークル等）

その他

(197)

(56)

(36)

(2)

(1)

(58)
※（）内はセンター数
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登録団体の審査基準（全国）

○約８割のセンターが男女共同参画に関する活動の実施を登録団体の審査基準としている。

登録団体の審査基準

審査基準に

男女共同参画に関する活動が

含まれる

177

75%

男女共同参画に関する活動は

審査基準としていない

28

12%

審査基準を設けていない

31

13%

※グラフ中の割合は無回答を除いて算出。
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登録団体の審査基準
（都道府県、政令市・特別区、市、町村）

※グラフ中の割合は無回答を除いて算出。

審査基準に

男女共同参画に関する活動が

含まれる

27

75%

男女共同参画に関する活動は

審査基準としていない

5

14%

審査基準は設けていない

4

11%

都道府県

審査基準に

男女共同参画に関する活動が

含まれる

31

91%

男女共同参画に関する活動は

審査基準としていない

1

3%

審査基準を設けていない

2

6%

政令市・特別区

市 町村

審査基準に

男女共同参画に関する活動が

含まれる

118

72%

男女共同参画に関する活動は

審査基準としていない

22

14%

審査基準を設けていない

23

14%

審査基準を設けていない

2

67%

審査基準に

男女共同参画に関する活動が

含まれる

1

33%
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登録団体の審査基準（自由記述より）

＜男女共同参画に関する活動の実施は審査基準としていないと回答したセンター：30＞

【理由】

⚫ 年１回の研修会、登録団体交流祭に参加することを基準としている。

⚫ 複数名により構成する団体で、団体構成員が当該地方公共団体在住で

あることを基準としている。

⚫ 非営利の活動であること、政治活動・特定の宗教活動を行わないこと、

公序良俗に反しないことを基準としている。

等



調査研究



調査研究を実施していない

74%

調査研究を実施している又は実施する

予定である

21%

無回答

5%

（243）

（70）

（17）

63

調査研究の実施状況（全国）
○約７割のセンターが調査研究を実施していない。

※令和５年度



○都道府県及び政令市・特別区では、調査研究を実施している又は実施する予定であった割合はそ
れぞれ約３割、約４割。市及び町村では実施するセンターが少なくなる。

調査研究を実施していない

77%

調査研究を実施している

又は実施する予定である

18%

無回答

5%

（180）

（41）

（11）

64

調査研究の実施状況（都道府県、政令市・特別区、市、町村）

調査研究を実施していない

67%

調査研究を実施している

又は実施する予定である

27%

無回答

6%

都道府県 政令市・特別区

市 町村

調査研究を実施していない

59%

調査研究を実施している又は

実施する予定である

36%

無回答

5%

（25）
（32）

（15）

（2）（３）

（13）

調査研究を実施していない

75%

調査研究を実施している又は

実施する予定である

12%

無回答

13%

（６）

（１）

（１）

※令和５年度

64
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調査研究の内容（自由記述より）
〈平成30年度から令和4年度までの5年間に実施した調査研究報告書の主なタイトル〉

・キャンパス・セクハラ等に関する調査

・管内の男女共同参画施設に関する調査

・地域において男女共同参画を進める上での課題研究

・市町村職員意識調査報告書

・女性活躍推進企業の取組事例

・女性の県外流出に関する調査

・コロナ禍の長期化とシングル・マザーを取り巻く社会環境

・女性の暮らしと困難に関する実態調査

・男女共同参画社会に関する市民意識調査

・男女共同参画の関する事業所の意識及び実態調査

・ 「男女がともに暮らしやすいまちづくり」を進めるための市民アンケート調査

・乳幼児を持つ父親の育児の現状と支援対策 

・スポーツ界における女性活躍促進のための調査 

・女性高齢者の災害時の避難行動意図に関する調査研究 

・高校生に対するデートＤＶに関する調査研究

・高校生のジェンダー環境に関する調査

・男女共同参画プラン改定に係る事業所実態・意識調査



調査研究に専従する職員

を置いていない

82%

調査研究に専従する職員を置いており、当該職員は

男女共同参画に関する調査研究を行った経験がある

3%

調査研究に専従する職員を置いており、当該職員には

男女共同参画の関連分野の学位がある

1%
その他

14%

調査研究に専従する職員の有無

66

調査研究に専従する職員（全国）
○約８割のセンターが調査研究に専従する職員を置いていない。

（59）

（２）

（１）
（10）



調査研究に専従する職員を置いていない 

100%

調査研究に専従

する職員を置い

ていない 81%

その他 14%

調査研究に専従する職員を置い

ており、当該職員には男女共同

参画の関連分野の学位がある 

2%

67

調査研究に従事する専門職員（都道府県、政令市・特別区、市、町村）

○地方公共団体の区分を問わず、調査研究に専従する職員を置いているセンターは少ない。

都道府県 政令市・特別区

町村市

調査研究に専従する職員を

置いていない

86%

調査研究に専従する職員を

置いており、当該職員は男

女共同参画に関する調査研

究を行った経験がある

7%

その他

7%

（12）（１）

（１）

調査研究に専従する職員

を置いていない 80%

その他 20%
（3）

（12）

（34）

（6）

（1）

２％（1）

（１）



広報啓発 20%

情報収集・提供 16%

特に具体的に活用したこと

はない 15%

行政への提言 5%

相談 3%

関係機関との連携 1%

その他 39%

苦情処理 0%

国際交流 0%

68

調査研究の活用方法（全国）
○８割以上のセンターが調整研究の成果を広報啓発、情報収集・提供の業務等に活用している。
○「その他」の具体的な内容としては、次年度の事業計画の立案の検討に用いる等の回答があっ
た。

【「その他」の内容】
・男女共同参画計画事業の
資料として活用している

・講座で活用している
・次年度の事業企画の
立案資料として活用している

（29）

（27）

（35）

（９）（５）

（２）

（69）



広報啓発 

25%

行政への提言 

25%

特に具体的に

活用したこと

はない 25%

その他 25%

特に具体的に

活用したこと

はない 21%

広報啓発 17%

情報収集・提供 

16%

行政への提言 4%

相談 3%

その他 39%

情報収集・

提供 17%

広報啓発 13%

行政への提言 

10%

相談 3%

関係機関との連携 3%

その他 53%
広報啓発 43%

情報収集・提供 

22%
関係機関との連携 

4%

特に具体的に活用したこと

はない 4%

その他 26%

69

調査研究の活用方法（都道府県、政令市・特別区、市、町村）

都道府県 政令市・特別区

市 町村

（10）

（１）
（5）

（１）
（４）（16）

（5）

（３）

（１）

（4）

（20）

（19）

（25）

（５）

（46）

（１）

（１）

（6）

（１）

（１）
（１）

○都道府県、政令市・特別区においては、ほとんどのセンターが調査研究を事業等に活用してい
る。



国際交流
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国際交流の実施状況

○約９割のセンターが国際交流事業を実施していない。

行っていない

88%

行っている

7%

無回答

5%

（293）

（23）
（15）

【実施している国際交流事業】
・多文化共生をテーマにした講座の開催
・男女共同参画関連絵本の外国語での読み語り
・国際交流を行っている登録団体と協力した講座の開催
・国際交流員を講師とした文化紹介やジェンダーに
関する講座の開催

・高校生のホームステイ相互派遣事業の実施
・アメリカと中国文化から学ぶジェンダーや文化の違いを
知る講座の開催

・国際交流フェスの開催
・世界の遊びと衣装の出張博物館事業の実施
・ホストタウン交流事業の実施
・日本語ボランティア養成講座の開催
・市民便利帳やさしい日本語版の発行等
・多文化料理教室の開催
・日本語教室、英語教室の開催
・日本語教室を行うボランティア団体への支援
・子どもの学習支援事業の実施
・市民との交流事業の実施

等

※()内は団体数

回答項目 都道府県 政令市・特別区 市 町村

行っていない 88%（42） 88%（37） 89%（208） 75%（6）

行っている 6%（3） 7%（3） 7%（17） 0%（0）

無回答 6%（3） 5%（2） 3%（8） 25%（2）

国際交流事業の有無
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外国人住民に対する取組

○外国人住民に対して通訳や外国語表記に対応しているのは約１割にとどまる。

12%

11%

11%

8%

2%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14%

相談対応時に通訳を手配している

男女共同参画センターのパンフレット、リーフレット等の外国語版を

センターに置く又はホームページに掲載している

看板や案内に外国語表記やピクトグラムを用いている

外国語の図書や資料を置いている

１以上の外国語を話せる職員を配置している

（41）

（37）

（37）

（25）

（7）

回答項目 都道府県 政令市・特別区 市 町村

男女共同参画センターのパンフレット、リーフレット等の
外国語版をセンターに置く又はホームページに掲載している

10%（5） 19%（8） 10%（24） 13%（1）

看板や案内に外国語表記やピクトグラムを用いている 10%（5） 11%（26） 10%（23） 13%（1）

外国語の図書や資料を置いている 8%（4） 5%（12） 7%（16） 0%（0）

１以上の外国語を話せる職員を配置している 0%（0） 2%（5） 2%（5） 0%（0）

相談対応時に通訳を手配している 10%（5） 14%（32） 14%（32） 0%（0）



利用者を増やすための取組
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利用者を増やすための取組（全国）

○半数以上のセンターでは、利用者を増やすために開設時間を工夫している。
○半数のセンターが家族連れを対象とするイベントの企画を実施している。

56%

50%

49%

39%

31%

19%

13%

11%

8%

8%

2%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

日中働いている人も利用できるような開館時間を設けている

広報誌、ホームページ、SNS、メールマガジン等でおすすめ本や新図書等を紹介している

親子、家族が共に学ぶ機会をつくることができるよう、

家族連れでセンターに来るきっかけとなるイベントを企画している

特別展示（テーマ別、個人コレクション等）を実施している

男女共同参画に関する映画等の上映会を行っている

スロープを設置したり点字訳の図書を置いたりするなど、バリアフリー化を進めている

特に実施していない

住民のニーズを調査している

センターに置いている本の読み聞かせを行っている

必要な時に外国語の通訳を手配している

センターの掲示物に、できる限り外国語訳のついたものを掲示するようにしている

その他

（185）

（167）

（161）

（129）

（102）

（62）

（25）

（7）

（28）

（28）

（37）

（44）



69%

60%

52%

50%

31%

29%

10%

8%

6%

2%

0%

13%

0% 20% 40% 60% 80%

日中働いている人も利用できるような開館時間を設けている

広報誌、ホームページ、SNS、メールマガジン等でおすすめ本や新図書等を紹介している

特別展示（テーマ別、個人コレクション等）を実施している

親子、家族が共に学ぶ機会をつくることができるよう、

家族連れでセンターに来るきっかけとなるイベントを企画している

スロープを設置したり点字訳の図書を置いたりするなど、バリアフリー化を進めている

男女共同参画に関する映画等の上映会を行っている

センターに置いている本の読み聞かせを行っている

必要な時に外国語の通訳を手配している

住民のニーズを調査している

センターの掲示物に、できる限り外国語訳のついたものを掲示するようにしている

特に実施していない

その他

（33）

（29）

（25）

（24）

（15）

（14）

（6）

（1）

（3）

（4）

（5）

75

利用者を増やすための取組（都道府県）
○都道府県においては、６割のセンターが広報誌等でおすすめ本や新図書等を紹介している。



86%

67%

64%

55%

55%

45%

21%

14%

14%

7%

2%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日中働いている人も利用できるような開館時間を設けている

親子、家族が共に学ぶ機会をつくることができるよう、

家族連れでセンターに来るきっかけとなるイベントを企画している

広報誌、ホームページ、SNS、メールマガジン等でおすすめ本や新図書等を紹介している

特別展示（テーマ別、個人コレクション等）を実施している

男女共同参画に関する映画等の上映会を行っている

スロープを設置したり点字訳の図書を置いたりするなど、バリアフリー化を進めている

センターに置いている本の読み聞かせを行っている

必要な時に外国語の通訳を手配している

住民のニーズを調査している

センターの掲示物に、できる限り外国語訳のついたものを掲示するようにしている

特に実施していない

その他

（36）

（28）

（27）

（23）

（23）

（19）

（3）

（1）

（3）

（6）

（6）

（9）

76

利用者を増やすための取組（政令市・特別区）
○政令市・特別区においては、約7割のセンターが家族連れのイベントを実施している。



49%

46%

45%

33%

26%

17%

12%

11%

8%

6%

1%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

日中働いている人も利用できるような開館時間を設けている

広報誌、ホームページ、SNS、メールマガジン等でおすすめ本や新図書等を紹介している

親子、家族が共に学ぶ機会をつくることができるよう、

家族連れでセンターに来るきっかけとなるイベントを企画している

特別展示（テーマ別、個人コレクション等）を実施している

男女共同参画に関する映画等の上映会を行っている

特に実施していない

住民のニーズを調査している

スロープを設置したり点字訳の図書を置いたりするなど、バリアフリー化を進めている

必要な時に外国語の通訳を手配している

センターに置いている本の読み聞かせを行っている

センターの掲示物に、できる限り外国語訳のついたものを掲示するようにしている

その他

（115）

（78）

（62）

（108）

（107）

（40）

（16）

（3）

（14）

（18）

（27）

（28）

77

利用者を増やすための取組（市）
○市においては、約半数のセンターが開設時間を工夫している。



38%

38%

38%

38%

25%

13%

13%

0%

0%

0%

0%

0%

0% 10% 20% 30% 40%

特別展示（テーマ別、個人コレクション等）を実施している

男女共同参画に関する映画等の上映会を行っている

広報誌、ホームページ、SNS、メールマガジン等でおすすめ本や新図書等を紹介している

特に実施していない

親子、家族が共に学ぶ機会をつくることができるよう、

家族連れでセンターに来るきっかけとなるイベントを企画している

日中働いている人も利用できるような開館時間を設けている

スロープを設置したり点字訳の図書を置いたりするなど、バリアフリー化を進めている

センターに置いている本の読み聞かせを行っている

センターの掲示物に、できる限り外国語訳のついたものを掲示するようにしている

必要な時に外国語の通訳を手配している

住民のニーズを調査している

その他

（3）

（2）

（1）

（0）

（3）

（3）

（3）

（1）

（0）

（0）

（0）

（0）

78

利用者を増やすための取組（町村）
○町村の８センターのうち３センターが、特別展示や図書の紹介のほか、男女共同参画に関する
映画等の上映会による利用者増の取組が行われている。



・教育機関への積極的な広報活動

・インターネット環境（フリーWi-Fi）の整備

・アンケートによる要望調査

・必要に応じた託児サービスの提供

・車イスの設置

・センターだよりの発行・配布

・働いている人も利用できるように開館日を火曜日～土曜日としている

・イベント等の広報で最寄駅の掲示板やデジタルサイネージを活用、

集客力の高い講師による講演会の開催

・市民持ち込み企画や、学生と連携した企画を実施し、新しい利用者を呼び込む

・図書を活用したミニイベントの開催や、学校等の施設見学受け入れを通して、

新たな利用者を呼びこむ

・男女共同参画に関する講座の実施

・興味のある講座、若者が参加しやすいセミナーの企画、文化講座の実施

・バザーの開催

・パープル＆オレンジリボン作り

・講座・イベント開催時に担当課（多様性社会推進課）の事業紹介など広報を

行う会員を募集

・県庁内の共有スペースで展示や図書の設置等 79

利用者を増やすための取組の「その他」の具体的な内容
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